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５ 医療制度の充実強化について 

（財務省、厚生労働省） 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（背景） 

○ 平成１６年４月から始まった初期臨床研修の必修化などをきっかけとして、医

師の地域や診療科の偏在、開業志向による病院勤務医の不足などの医師不足問題

が深刻化し、今や全国的に大きな課題となっている。さらに、夜間、休日に、軽

症患者が病院へ過度に集中することによって、病院勤務医の負担が増大している。

 

○ 本年９月に国が公表した「必要医師数実態調査」の結果によると、病院及び分

娩取扱い診療所においては、求人しているにもかかわらず充足されていない医師

数は、全国で１８，２８８人（本県７２７人）に上っている。 

【内容】 
(1) 病院・診療所の管理者となる要件に医師不足の地域や診療科にお

ける一定期間の診療経験を付加すること、もしくはいわゆる後期臨
床研修を制度として位置づけ、へき地勤務など政策医療への従事を
義務付けることなど、医師確保に向けた実効性のある対策に取り組
むこと。 

 
(2) 診療科全般にわたって高い診療能力を有しているいわゆる総合医

を専門医と同様に位置づけ、育成を図ること。 
 
(3) 本県では、人口１０万人当たりの勤務医師数が全国平均を下回っ

ているものの、指導医の指導の下、研修医も救急医療に携わり、良
好な救急医療体制を構築してきた事情を踏まえ、平成２３年度以降
も研修医募集定員の経過措置を継続するなど、地域医療に混乱が生
じないよう引き続き配慮すること。 

 
(4) 平成２１年度からは救急医療や産科医療を担う勤務医の処遇改善

策が講じられ、さらに平成２２年度診療報酬改定では病院勤務医の
負担軽減を目的とした評価の見直しが行われたが、その効果につい
ての検証を行い、処遇改善や負担軽減策のより一層の充実を図るこ
と。 

 
(5) 救急患者を受け入れる病院に軽症患者が集中し、病院勤務医の負

担を増大させていることから、救急病院の受診をできる限り避け、
「かかりつけ医」の利用を呼びかける全国的なキャンペーンを実施
すること。 

 
(6) 後期高齢者医療制度の廃止・新たな制度設計に当たっては、制度

対象者である高齢者はもちろん、制度運営の現場である市町村等が
混乱を来たさないよう十分配慮するとともに、地方の意見を十分反
映すること。また、今後、一層の医療費の増加が見込まれる中、国
の責任において財源確保を行い、将来にわたって安定的に財政運営
ができる医療保険制度とすること。 

＜｢安心・安全」の社会＞ 
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○ 医師不足の問題は、臨床研修や診療報酬といった制度の設計者である国でなけ

れば解決できない問題が多く、国における抜本的な対策の実施が求められている。

 

○ 平成２１年４月に、研修医の地域偏在の是正等を目的として、都道府県ごとに

研修医募集定員の上限を設定する等の臨床研修制度の見直しが行われたが、国の

当初の案では、本県が採用できる研修医数は大幅に減少することが予想された。

本県では、研修医は救急医療において指導医の指示のもと一定の役割を果たして

おり、救急医療体制の維持に深刻な影響が懸念されたことから、国に要望を行っ

た結果、各病院の研修医募集定員に関する経過措置が盛り込まれ、平成２２年度

も継続された。 

 

○ 本県においては、医師不足を打開するため、県独自の取組として平成１８年度

からドクターバンクなどの方策により医師確保に努めるとともに、平成２０年度

からは、病院勤務医の負担軽減を図るため、県民に対し、できるだけ診療時間内

に「かかりつけ医」を受診するよう呼びかけを行っている。また、平成２１年度

からは、地域医療へ積極的に貢献する医師を確保するため、診療科全般にわたっ

て高い診療能力を有する総合医の養成を目的とした講座の大学医学部への設置を

支援している。さらに、平成２２年度からは、地域医療再生計画に基づき、県内

の医学部を有する大学との連携を図りながら、地域で必要とされた医療機関に医

師を派遣するシステムの構築などに取り組んでいる。 

 

○ 国においては、後期高齢者医療制度は平成２４年度末で廃止する方針で新たな

高齢者医療制度の検討を進めており、本年８月には中間とりまとめを行ったが、

制度設計の根幹に関わる多くの部分について、結論が先送りにされている。 

 

（ 参 考 ） 

  愛知県における医師不足のために診療制限している病院（平成 22 年 6 月末） 

 １　全体の概要 【単位：病院】 ２　主な診療科ごとの状況

２次医療圏 診療科

名古屋 28 ／ 132 (21.2%) 産婦人科 15 / 69 (21.7%)

海部 2 ／ 11 (18.2%) 小児科 18 / 133 (13.5%)

尾張中部 0 ／ 5 (0.0%) 精神科 13 / 102 (12.7%)

尾張東部 2 ／ 19 (10.5%) 内科 33 / 287 (11.5%)

尾張西部 6 ／ 20 (30.0%) 整形外科 18 / 205 (8.8%)

尾張北部 6 ／ 24 (25.0%) 外科 9 / 197 (4.6%)

知多半島 6 ／ 20 (30.0%) 麻酔科 4 / 107 (3.7%)

西三河北部 4 ／ 19 (21.1%) 注）診療制限している病院数／診療科標榜病院数

西三河南部 6 ／ 38 (15.8%)

東三河北部 1 ／ 6 (16.7%)

東三河南部 10 ／ 38 (26.3%)

計 71 ／ 332 (21.4%)

注）診療制限している病院数／各区分の病院総数

病院数医師不足のため診療制限している病院


